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県労連第２回幹事団交渉報告

高齢層にこれだけ酷い仕打ちをしておいて職場で「笑い」って？新手のハラスメント！？

これまでは現給保障で給料が上がらず、今年4月からは現給保障廃止で賃下げ、独自号給が廃止されれば更なる賃下げ！

県労連は11月1日（金）、第2回幹事団交渉を行いました。現段階の主な状況は次のとおりです。
今期の主な課題と解説
要求１「再任用職員の一時金引上げを」
〇要求理由
・人事院勧告で再任用職員が除外されたことから、県人事委員会勧告においても除外されたと思われます。
・しかし、国と神奈川県では、再任用職員の勤務実態が異なります。
・国の行１再任用はフルタイムが1,453人、短時間が6,469人。県はフルタイムが265人、短時間が127人です。国は短時間の補助的な業務の職員が大多数で、県はフルタイムが短時間の倍以上です。短時間も県の場合は時間が少ないだけで、業務内容はフルタイムと変わらない職員も少なくありません。

・当局の言う2007年と今では、年金支給が違います。

〇現時点の当局回答
・2007年も今回と同様、現役は引き揚げたが、再任用は据え置いた。据え置くことが適当。
要求２「住居手当の見直しを行わないこと」
〇要求理由
・家賃額62,000円未満の者は、4,000円～50円の引下げとなる。5万円台の家賃では2,000円引下げ。
・この層は、主に若年層であり、勧告どおり給与改定が行われたとしても、実質収入減となる者が出る。

〇現時点の当局回答
・1年間の経過措置をつけたうえで見直しを実施。

・国と異なる経過措置は難しい。

要求３「退勤時の危険回避特別休暇の導入」
〇要求理由
・今回の台風でも、電車等の計画運休が実施されました。今後も同様のことが予想されます。
・現在、出勤時にはこのような場合に対応する特別休暇がありますが、退勤時にはありません。
・国は、2011年の東日本大震災の時に「退勤時の特別休暇」を作り、この時に自治労県職労は同様の制度を作るよう求めましたが未だ実現していません。

〇現時点の当局回答
・3／4非常勤職員については2012年1月に措置した。

・台風時の計画運休など新たな状況になっているが、条例改正が必要で総合的に検討すべき課題。

要求４「災害等による通勤経路遮断時の迂回通勤費用の実費弁償」
〇要求理由
・現在の制度では、迂回通勤の実費弁償はされません。
・今回の台風でも多くの職員が、県民サービスを維持するために、通常とは別ルートで出勤しました。
・特に福祉施設等の交代制職場やライフラインに関する職場では出勤する必要に迫られます。

・こうしたケースに対応するため、職員の負担となるような制度は改善すべきです。
〇現時点の当局回答
・自己負担については、旅費や通勤手当対応は困難。何か対応できるかできないか検討したい。

要求５「緊急参集と水防等の呼出時の服務の一元化」
〇要求理由
・現在の制度では、緊急参集で出勤した職員は、自宅等出発時から勤務時間で旅行命令が出る一方、水防等の呼出しの場合は、職場到着時からが勤務時間。
・同じような災害時の対応にもかかわらず、服務が異なることは公平性の観点から問題であり、緊急参集と同様の服務への一元化を求めます。
・また、現在の緊急参集の服務では、帰宅時は旅行命令がありません。帰宅時にも迂回して帰宅する必要がある場合は、旅行命令を出すよう求めます。
〇現時点の当局回答
・状況を確認した上で、次回回答したい。

要求６「オンコール手当の新設」
〇要求理由
・水防等での呼出し要員の自宅等での待機は、一定行動を制限されることから、手当支給を求めています。
・当局は「管理監督者の指揮・監督下にないため支給できない」としてきましたが、「自宅待機」自体が職務命令に当たるはずで、新設を求めます。
要求７「不妊治療対応の改善」
〇要求理由
・不妊治療については、2017年の確定闘争で「療養休暇を活用する」ことを確認し、運用しています。
・しかし、不妊治療といっても人により様々な形態があり、一定期間休業を要する場合もあります。
・まず、アンケートを実施し、現在の療養休暇による不妊治療の課題等を把握し、休業制度の創設を含め必要な対策を労使で検討するよう求めます。

〇現時点の当局回答
・運用改善はしているが、なかなか実態が掴みづらい。情報があればいただきたい。
要求８「男性の育児休業等取得の促進」
〇要求理由
・男性の育児休業等の取得については労使ともに推進の立場ですが、進んでいるとは言えません。
・なぜ育児休業を取得しないか、取得できないか、職員の意見を把握しなければ解決すべき課題は明確になりません。まず把握するための調査を求めます。

〇現時点の当局回答
・1か月以上の育休取得を促す国の動向を注視したい。

要求９「臨時的任用職員の給与上限の撤廃と昇給運用の確立」
〇要求理由
・「同一労働同一賃金」の視点から上限を撤廃すべき。行政職については、最低限3級までの昇給確保を。
・総務省マニュアルにも上限撤廃は明記されています。

〇現時点の当局回答
・上限を撤廃した場合、10億円程度の予算が必要となるため、対応に苦慮している。
要求１０「臨時的任用職員の休暇等を常勤同様に～年休繰り越し等の運用改善」
〇要求理由
・上限撤廃と同様に、「同一労働同一賃金」の観点で、休暇等の諸制度や年休の繰越し等の制度運用についても常勤同様とすべきです。

〇現時点の当局回答
・臨任の年休は、労基法を上回る措置をしている。

・療養休暇については、今年改善したばかりで、これ以上は困難。

要求１１「会計年度任用職員の休暇等を常勤同様に～特に年休（繰越も）と療休の改善」
〇要求理由
・「同一労働同一賃金」の観点で、合理的な根拠のない格差は是正すべきで、常勤職員との均等・均衡待遇を確保する必要があります。
・特に病気休暇（療休）については「同一労働同一賃金ガイドライン」でも是正が強調されています。
〇現時点の当局回答
・現行の非常勤職員の休暇制度を維持したい。子の看護休暇等は国を上回る措置をしている。

・同一労働同一賃金に基づく法施行を踏まえ、国の動向に注視したい。

当局の逆提案１「柔軟な働き方の導入」
●具体的な逆提案内容
・早朝・夜間に行う県民対応など予め設定されている業務を正規の勤務時間とする勤務の割り振りの変更
（例：正規の勤務時間8：30～17：15⇒割り振り変更後11：00～19：45）※現状は時間外対応
・職員の同意を得る。
・21時以降に勤務する場合は、翌日拡大時差出勤を勧める。
・外部との会議など、対象業務を限定する。
	
	現在
	変更後

	手　　　続
	4週間前
	前々日

	判　　　断
	人事課長との協議
	所属長

	時間外手当
	有
	無


●提案理由
・働き方改革の観点から、働き方の選択肢を増やす。
●問題点

・なぜこれまで通りの「時間外勤務」ではいけないのか？外形上「時間外勤務」や「時間外勤務手当」が減るだけではないでしょうか。
・常態的な時間外勤務職場では、ずらした時間も仕事をせざるを得ない状況になりかねません。

・業務の必要性から所属長が判断するもので、職員は断りづらく、所属長の恣意的運用になりかねません。
当局の逆提案２「55歳超職員の昇給抑制」
●具体的な逆提案内容
	成績
	現行
	提案（国準拠）

	良好
	1号昇給
	昇給無し

	特に良好
	2号昇給
	1号昇給

	極めて良好
	2号昇給
	2号昇給


●提案理由
・定年引上げを進めるために、国を上回る措置の是正を総務省から強く技術的助言をされている。
・36県が国と同様の制度。

●問題点

・高齢層の昇給抑制は、国家公務員の高齢層が民間より上回っていたことから導入された制度です。神奈川の場合、数年前人事委員会が「神奈川はそのような状況にない」として抑制を勧告していません。
・「定年延長のため」というのは議論のすり替えであり、定年延長を人質にとった国による恫喝です。

・合理的な根拠のないもので、撤回を求めます。
当局の逆提案３「県給料表独自号給の廃止」
●具体的な逆提案内容
・国給料表を上回る県独自号給の廃止。
●提案理由
・逆提案２（上段）と同じ。
・国の給料表を基本としている43県中21県が独自号給はない。※逆に22県はあるということです！

●問題点

・国は、最高号給に到達する前に、多くの職員が昇格するので最高号給まで到達する職員は少数です。

・最高号給在給率は、下表のとおり現行でも国よりも多く、仮に国同様とした場合は、1/4を超える（6級以外）異常な数値となります。
・国同様とした場合、引き下げ額は最大で、4級で9,200円、5級で11,700円、6級で16,500円、7級で7,200円減です。

・高齢層職員は、この間「給与の総合的見直し」によって全く昇給せず、今年4月からは現給保障の廃止によって給料を下げられ、更に今回の「昇給抑制」と「独自号給の廃止」提案です。到底容認することはできません。撤回を求めます。
	級
	最高号給（行1）
	県
	国

	4
	現　行（105号）
	169人
	9.3%
	3.8%

	
	国同様（93号）
	482人
	26.7%
	

	5
	現　行（101号）
	117人
	8.9%
	2.7%

	
	国同様（93号）
	392人
	29.9%
	

	6
	現　行（93号）
	30人
	3.2%
	2.8%

	
	国同様（85号）
	116人
	12.4%
	

	7
	現　行（65号）
	155人
	26.4%
	1.1%

	
	国同様（61号）
	217人
	36.9%
	

	計
	現　行
	471人
	
	

	
	国同様
	1,207人
	
	


県労連総決起集会に参加を！

◇日時　11月7日（木）18時30分から

◇会場　横浜市健康福祉センター（桜木町駅前）
11月 7 日(木)　第3回幹事団交渉

18時30分から 県労連総決起集会
　　　　　　　  横浜市社会福祉センター8階
11月11日(月)　決議文手交
11月13日(水)　最終幹事団交渉
　拡大評議委員会
11月15日(金)　戦術配置


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































